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１ 調査目的・内容 

⑴ 調査目的 

本調査は、アンケート調査およびヒアリング調査等を通じて、新型コロナウイルス感染症

や原油価格・物価高騰の影響等、区内事業者の現状や経営課題等を把握し、調査結果を今後の

事業者支援策の検討に資する基礎資料として活用することを目的に実施した。 

 

⑵ 調査内容 

ア プレヒアリング調査 

区内産業の現況を把握し、アンケート調査の調査票設計等の参考とするため、練馬ビジ

ネスサポートセンターおよび区内経済団体に対して、プレヒアリング調査を実施した。 

イ アンケート調査 

(ｱ) 調査対象 

 練馬区内事業所 

(ｲ) 抽出方法 

総務省の経済センサス等により構成された「事業所母集団データベース」（令和２年次

フレーム）から業種および従業員規模別に 5,000 件を無作為抽出した。 

(ｳ) 調査実施期間 

令和４年９月６日～９月 22 日 

(ｴ) 調査方法 

郵送配布・回収 

(ｵ) 配布数、回収数、有効回答率 

総配布数：5,000 件（有効配布数（A）：4,548 件） 

回収数 ：1,694 件（有効回答数（B）：1,603 件） 有効回答率（B／A）：35.2％ 

(ｶ) 表記方法について 

・図表内の「ｎ」は、設問に対する回答の合計数である。 

・集計は、小数点第２位を四捨五入し、小数点第１位までを表示しているため、単一回答

の設問であっても、割合の合計が 100.0％とならない場合がある。 

・複数回答を求めた設問では、設問に対する回答者数を分母として選択肢ごとの割合を

算出しているため、割合の合計が 100.0％を上回る場合がある。 

・選択肢の語句が長い場合、簡略化して表現している場合がある。 

・調査結果の数値に関する文章表記においては、次の表現を用いている。 

（例） 

80.1％～80.9％ 

81.0％～82.9％ 

83.0％～84.9％ 

85.0％～85.9％ 

86.0％～87.9％ 

88.0％～88.9％ 

89.0％～89.9％ 

 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

（表現） 

約８割 

８割強 

８割台半ば近く 

８割台半ば 

８割台半ば超え 

９割近く 

９割弱 
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・各設問に関する文章表記においては、次のようにカッコを用いている。 

「＊＊＊」 設問の回答を１つだけ言及する場合 

例：「増加」、「減少」等 

『＊＊＊』 設問の回答を複数まとめて言及する場合 

例：「１人」と「２～３人」をまとめて『３人以下』等 

ウ ヒアリング調査 

(ｱ) 調査対象・抽出方法 

アンケート回答事業者のうち、ヒアリング調査への協力に同意した事業者から、業種

別に 15 事業者を無作為抽出した。 

(ｲ) 調査実施期間 

令和４年 11 月 18 日～12 月８日 

(ｳ) 調査方法 

事業所への訪問またはWeb 会議システムを利用した方法により、ヒアリングを行った。 
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２ 調査総括 

⑴ 事業所の概要 

ア 地域特性 

・ 業種は、「建設業」（16.7％）が最も高く、ついで「不動産業，物品賃貸業」（13.2％）、「小

売業」（11.0％）、「宿泊業，飲食サービス業」（7.0％）と続き、多様な業種で構成されて

いる。 

・ 企業形態は、「法人」（61.3％）、「個人事業者」（37.9％）となっている。 

・ 従業者規模は、「１～４人」（69.5％）が最も高く、ついで「５～９人」（13.8％）、「10～

19 人」（6.7％）と続き、従業者 19 人以下の事業者が９割を占める。 

 

業種 

 

 

 

 

 

 

 
 

※廃棄物処理業、自動車整備業、機械等修理業、職業紹介・労働者派遣業、その他の事業サービス業 

 

企業形態                             従業者規模 

 

 

 

 

 

  

1～4人

69.5%

5～9人

13.8%

10～19人

6.7%

20～29人

2.7%

30人以上

3.9%

無回答

3.4%

n=1,603

個人事業者

37.9%

法人

61.3%

無回答

0.8%

n=1,603

建設業

16.7% 製造業

4.9% 情報通信業

1.7%

運輸業

2.7%

卸売業

4.7%
小売業

11.0%

金融業，保険業

0.5%
不動産業，物品賃貸業

13.2%

学術研究，専門・技術サービス業

5.6%

宿泊業，飲食サービス業

7.0%

生活関連サービス業，娯楽業

5.4%

教育，学習支援業

2.9%

医療業

6.4%

社会福祉・介護事業

1.6%

その他サービス業※

6.7%

その他

7.1%

無回答

1.9%

n=1,603
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イ 経営状況 

・ 直近決算の経営状況は、「赤字基調」（38.1％）が最も高く、ついで「収支均衡」（30.7％）、

「黒字基調」（27.6％）と続く。 

・ 直近決算の年間売上高は、「１千万円以上５千万円未満」（30.0％）が最も高く、ついで「３

百万円未満」（16.7％）、「５百万円以上１千万円未満」（16.3％）と続き、売上高５千万円

未満の事業者が 7 割強を占める。 

・ 経営上の課題は、「コロナ禍による経営悪化からの脱却」（43.6％）が最も高く、ついで「人

材の確保・育成、働き方の改善」（28.0％）、「原油価格・物価の高騰による収益性の低下」

（26.9％）と続く。営業力の強化や業務の効率化等の自社内の経営課題（内的要因）だけ

でなく、コロナ禍や原油価格・物価高騰といった外部環境の影響による経営課題（外的要

因）も抱えていることがうかがえる。 

 

直近決算の経営状況                   直近決算の年間売上高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営上の課題 

 

 

 

 

 

  

黒字基調

27.6%

収支均衡

30.7%

赤字基調

38.1%

無回答

3.6%

n=1,603

43.6

11.5

26.9

24.6

10.9

28.0

22.6

8.2

4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

コロナ禍による経営悪化からの脱却

製品・商品・サービスの高付加価値化（ブランド化）・開発

原油価格・物価の高騰による収益性の低下

販売・販路開拓（営業力・販売力の維持強化、新規顧客・販路の開拓）

業務の効率化や生産性の向上に向けたデジタル化の推進、ITの利活用

人材の確保・育成、働き方の改善

事業承継、後継者の育成・決定

その他

無回答

n=1,603

3百万円未満

16.7%

3百万円以上

5百万円未満

8.7%

5百万円以上

1千万円未満

16.3%
1千万円以上

5千万円未満

30.0%

5千万円以上

1億円未満

9.9%

1億円以上

10億円未満

14.0%

10億円以上50億円未満

1.6%

50億円以上100億円未満

0.2%

100億円以上

0.0% 無回答

2.6%

n=1,603
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⑵ 販売・販路拡大 

ア 販売先・取引先等の現況 

・ 主な顧客・取引先は、「消費者（B to C）」（38.1%）が最も高く、ついで「法人（B to B）」

（30.8%）、「法人・消費者の両方」（26.6%）と続く。 

・ 主な商圏・取引先は、「東京都内」（45.4％）が最も高く、ついで「区内」（30.3％）、「国

内」（21.3％）と続き、７割台半ばの事業者が東京都内を主な商圏としている。「製造業」

および「卸売業」は、「国内」の割合が５割を超えており、商圏の広域化がみられる。 

・ 拡大したい販売先・取引先のターゲットは、「区民（区内）」（50.0％）が最も高く、特に

「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医

療業」、「社会福祉・介護事業」ではその割合が８割を超えている。 

・ 今後拡大したい販売先・取引先は、「新たな顧客層」（47.7％）が「従来の顧客層」（43.7％）

を上回っている。 

・ ヒアリング調査では、インターネット販売が普及し価格競争が激しくなるなか、価格競争

に陥らないような商品・サービスの高付加価値化や差別化に向けた様々な取組が聞かれた。 

 

主な顧客・取引先                    主な商圏・取引先の地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

拡大したい販売先・取引先のターゲット         拡大したい販売先・取引先の顧客層 

 

 

 

 

 

  

区内

30.3%

東京都内

45.4%

国内

21.3%

海外

0.2%

無回答

2.9%

n=1,603

従来の

顧客層

43.7%

新たな

顧客層

47.7%

無回答

8.7%

n=1,603

39.2

50.0

28.4

2.2

2.6

10.2

0% 20% 40% 60%

事業者

区民（区内）

区外（国内）

観光客

海外

無回答

n=1,603

法人（B to B）

30.8%

消費者(B to C)

38.1%

法人・消費者の両方

26.6%

無回答

4.6%

n=1,603
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イ 課題 

・ 販売・販路の拡大における

課題は、「顧客・取引先の

減少」（46.7％）が最も高

く、ついで「客単価の低

下」（25.5％）、「情報発信

力の弱さ」（20.2％）と続

く。 

 

 

 

 

 
 

ウ 求められる支援策 

・ 販売・販路の拡大に向けて必要な支援策は、「製品・商品・サービスや店舗の情報発信」

（24.0％）が最も高く、ついで「店舗・施設の改築支援」（22.8％）と続く。 

・ ヒアリング調査では、「製品・商品・サービスや店舗の情報発信」の手法として、自社の

ホームページや利用率の高い業界誌等の媒体を活用した情報発信の取組が聞かれる一方

で、「Web 広告への掲載を検討したいが、効果が分からないためアドバイスが欲しい」と

いった要望もあった。 

  販売・販路の拡大に向けて必要な支援策 

 

 

 

 

 

 

  

46.7

25.5

17.2

20.2

9.4

3.9

17.2

15.1

12.3

7.3

9.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

顧客・取引先の減少

客単価の低下

営業機会の少なさ

情報発信力の弱さ

製品・商品・サービスの品質

品揃え

価格競争力

顧客対応力

店舗の老朽化

その他

無回答

n=1,603

製品・商品・サービスの高付加価値化に向けた支援
（デザイナーによるアドバイス等）

無回答

その他

他企業と連携した取組への支援

店舗・施設の改築支援

マーケティング（市場調査等）支援

見本市の開催

市場情報の提供

海外市場・取引先開拓支援

製品・商品・サービスや店舗の情報発信

インターネット販売・受発注への取組支援

展示会出展支援

商談会・マッチング会の開催（オンラインを含む）

1.1

4.4

2.6

11.9

24.0

3.5

14.2

8.9

11.1

22.8

14.3

11.5

21.1

0% 10% 20% 30%

n=1,603

販売・販路の拡大における課題 
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⑶ デジタル化への取組 

ア デジタル化の現況 

・ 事業活動のデジタル化への取組状況については、「取り組む必要がなく、予定もない」

（22.5％）が最も高く、ついで「すでに取り組んでおり、とくに問題はない」（21.5%）、

「関心はあるが、取り組んでいない」（16.4%）と続く。 

・ 今後、重点的に取り組んでいきたいデジタル化は、「事業所内の業務効率化・管理（人事労

務管理、会計・経営資料作成・分析、その他業務効率化）」（39.7％）が最も高く、ついで

「販売（顧客・販売管理のデジタル化、HP、ネット販売、Web 商談、支払決済のキャッ

シュレス化）」（36.8％）、「コミュニケーション（電子メール・社内 SNS、Web 会議シス

テム、グループウェア等）」（34.3％）と続く。 

 

デジタル化への取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

今後、重点的に取り組んでいきたいデジタル化 

 

 

 

 

  

すでに取り組んでおり、

とくに問題はない

21.5%

すでに取り組んでいるが、

上手く進んでいない

14.8%

これから取り組もうと

している

8.5%
関心はあるが、

取り組んでいない

16.4%

取り組む必要がなく、

予定もない

22.5%

分からない

9.8%

無回答

6.5%

n=1,603

無回答

その他

ＤＸへの取組
（データとデジタル技術を活用した製品・商品・サービス、組織の変革）

就労環境整備（テレワーク）

サプライチェーン
(生産、在庫管理、仕入・調達管理、品質管理、物流管理)

販売（顧客・販売管理のデジタル化、
HP、ネット販売、Web商談、支払決済のキャッシュレス化）

事業所内の業務効率化・管理
（人事労務管理、会計・経営資料作成・分析、その他業務効率化）

コミュニケーション
（電子メール・社内SNS、Web会議システム、グループウェア等）

34.3

39.7

36.8

10.0

5.9

11.0

4.1

12.9

0% 10% 20% 30% 40% 50%

n=982
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イ 課題 

・ デジタル化への取り組みにおける課題は、「技術に詳しい人材がいない」（42.5％）が最も

高く、ついで「対応する人員が不足」（35.5％）、「資金的余裕がない」（33.3％）と続く。

ヒアリング調査でも、「デジタル対応のための専属人材を配置する余裕がない」といった

意見があり、人材面や資金面に課題があることがうかがえる。 

デジタル化に取り組むに当たっての課題 

 

 

 

 

 

 

 

※IT 製品・サービスを販売する企業 

 

ウ 求められる支援策 

・ デジタル化に向けて必要な支援策は、「デジタル化に向けた相談・アドバイス」（40.5％）

が最も高く、ついで「IT システム等（ソフトウェア）の導入資金の調達支援」（26.4％）、

「IT 機器等（ハードウェア）の導入資金の調達支援」（25.6％）と続く。 

デジタル化に向けて必要な支援策 

 

 

 

 

 

 

  

10.4

42.5

35.5

15.9

33.3

9.1

12.4

12.7

13.0

1.1

2.8

2.7

10.5

0% 10% 20% 30% 40% 50%

取り組むきっかけがない

技術に詳しい人材がいない

対応する人員が不足

情報セキュリティが心配

資金的余裕がない

活用のアイデア・企画が難しい

具体的メリットが分からない

何から手をつければ良いのか分からない

何を導入すれば良いか分からない

連携先（IＴベンダー※等）が分からない

取引先からのシステム導入・対応等の要求に応えられない

その他

無回答

n=637

40.5

19.6

14.1

3.9

25.6

26.4

3.3

12.9

14.4

13.8

3.8

10.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

デジタル化に向けた相談・アドバイス

デジタル化に関するセミナー・研修会の開催

デジタル人材養成に向けたセミナー・研修会の開催

ＤＸ化に向けたセミナー・研修会の開催

IT機器等（ハードウェア）の導入資金の調達支援

ITシステム等（ソフトウェア）の導入資金の調達支援

ITベンダー等の紹介・マッチング支援

インターネット販売・受発注の実施支援

キャッシュレス化への支援

情報セキュリティ対策支援

その他

無回答

n=637
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⑷ 人材の確保・育成 

ア 人材確保の現況 

・ 人材確保状況は、「概ね適当・不足していない」（65.8％）が「不足している」（26.1％）

を大きく上回っている。 

・ 不足している職種は、「その他」（38.0%）が最も高く、ついで「営業」（33.7％）、「販売」

（14.4％）、「デジタル人材」（12.4％）、「事務職」（12.4％）と続く。「その他」の回答に

は、「現場作業員」、「職人」、「技術者」等があげられている。 

人材確保状況 

 

 

                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 課題 

・ 人材の確保・育成における課題は、「即戦力となる中途採用人材の確保」（29.8％）が最も

高く、「その他」（15.1％）、「働く環境の向上（勤務時間、在宅勤務、福利厚生等）」（14.5％）、

「若い人材のスキル・技術の向上」（12.5％）と続く。「その他」の回答には、「技術の承

継者の不在」、「資金不足」等があげられている。 

・ ヒアリング調査では、「新卒者を教育する時間が取れない」といった意見があった一方で、

経験年数が浅い社員が新入社員の教育係を担当することで、経験年数の浅い職員のヒュー

マンスキル向上へとつなげていく事例もあった。  

11.0

4.3

33.7

14.4

12.4

1.0

4.1

11.5

12.4

10.3

38.0

0.7

0% 10% 20% 30% 40%

企画・開発

マーケティング

営業

販売

デジタル人材

海外取引

法務・財務

中間管理職・マネージャー

事務職

医療・看護・介護

その他

無回答

n=418

不足している人材の職種 

不足している

26.1%

概ね適当・不足

していない

65.8%

人材は過剰気味である

1.2%

無回答

6.9%

n=1,603
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※正規社員：期間の定めのない雇用契約で働いている人 

※非正規社員：期間を定めた雇用契約により働いている人（パート・アルバイト・派遣社員等） 

ウ 求められる支援策 

・ 人材の確保・育成に向けて必要な支援策は、「中途採用に向けた試用雇用に対する資金支

援」（16.7％）が最も高く、ついで「事業所・オフィスの働きやすい環境整備への支援」

（16.4％）、「福利厚生サービス支援」（14.7％）と続く。 

・ ヒアリング調査では、人材の紹介、マッチング等の支援を希望する声が聞かれたほか、業

種に限定した求人サイトの活用も効果的であるとの意見がみられた。 

人材の確保・育成に向けて必要な支援策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※学生等が実際に仕事を体験する制度のこと  

5.6

8.0

29.8

5.1

4.7

4.6

12.5

9.0

6.6

3.0

5.8

14.5

15.1

25.8

0% 10% 20% 30% 40%

新卒人材の確保

新卒以外の若い人材の確保

即戦力となる中途採用人材の確保

正規社員※の確保

非正規社員※の確保

若い人材の離職

若い人材のスキル・技術の向上

若い人材のモチベーションの向上

中堅社員の育成

非正規社員の育成

社内教育の時間の確保

働く環境の向上（勤務時間、在宅勤務、福利厚生等）

その他

無回答

n=1,603

5.4

8.7

5.6

0.1

3.1

16.7

11.5

8.5

4.5

16.4

14.7

14.7

31.7

0% 10% 20% 30% 40%

人材マッチング会の開催（合同就職面接会等）

区民雇用に向けた支援

企業に関する情報発信・ＰＲ

区内企業の表彰

インターンシップ制度※の実施

中途採用に向けた試用雇用に対する資金支援

多様な働き方への対応に向けた支援

スキル・技術向上に向けたセミナー・研修会の開催

若手育成セミナー・研修会の開催

事業所・オフィスの働きやすい環境整備への支援

福利厚生サービス支援

その他

無回答

n=1,603

人材の確保・育成における課題 
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⑸ 事業承継 

ア 経営者の現況 

・ 代表者の年齢は、「50 歳代」（26.9％）が最も高く、ついで「60 歳代」（25.0％）、「70 歳

代」（24.9％）と続き、代表者の年齢 50 歳代以上の事業者が８割台半ば超えを占める。ま

た、代表者の年齢 70 歳代以上の事業者は３割台半ばを占めており、高齢化がうかがえる。 

イ 課題 

・ 事業承継における課題は、「事業の将来性」（57.6％）が最も高く、ついで「後継者の育成」

（37.5％）、「後継者探し」（36.7％）と続く。「事業の将来性」が最も高いことから、経営

者が事業の将来性に不安を感じて、承継後における事業の継続性に懸念を示している状況

がうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ウ 求められる支援策 

・ 事業承継に向けて必要な支援策は、「後継者の育成支援」（17.8％）が最も高く、ついで「事

業承継に関する相談窓口の設置」（15.8％）、「その他」（14.2％）、「事業承継に伴う資金調

達支援（株買取資金・相続税資金等）」（13.6％）と続く。「その他」の回答には、「事業継

続のための支援」等があげられている。 

 

  

～30歳代

1.4%
40歳代

11.4%

50歳代

26.9%

60歳代

25.0%

70歳代

24.9%

80歳代～

10.3%

無回答

0.2%

n=1,603

代表者の年齢 

57.6

37.5

36.7

8.0

22.0

7.6

11.5

15.6

3.5

3.5

0.7

0% 20% 40% 60% 80%

事業の将来性

後継者の育成

後継者探し

従業員の理解

相続税・贈与税等の税金対策

自社株等の資産の取扱い

承継前の経営者の個人補償や担保

ノウハウ・スキル・技術等の承継

準備を始めるのが遅かったため承継が進まない

その他

無回答

n=550

事業承継における課題 

事業承継に向けて必要な支援策 

15.8

2.6

8.9

9.7

9.2

7.1

4.9

17.8

13.6

14.2

31.9

0% 10% 20% 30% 40%

事業承継に関する相談窓口の設置

訪問相談の実施

専門家（税理士、弁護士等）の紹介

承継時の課題や経営状況の分析支援

事業承継に向けた準備対策への支援（セミナー等）

承継者探し・人材マッチング支援

M&Aに向けた取組支援

後継者の育成支援

事業承継に伴う資金調達支援（株買取資金・相続税資金等）

その他

無回答

n=1,603
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⑹ 新型コロナウイルス感染症の影響、物価上昇の影響、ウィズコロナ・アフターコロ

ナを見据えた今後の事業展開 

ア 新型コロナウイルス感染症の影響 

・ 新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う、現在の経営や事業活動への影響は、「マイナス

の影響」が６割近くを占める。 

・ 「マイナスの影響」の内容は、「売上高の低下」（81.2％）が最も高く、ついで「来店者数

の減少」（32.0％）、「営業・販売活動の停滞」（28.1％）と続く。 

・ 新型コロナウイルス感染症の発生前（令和元（2019）年）と現在を比較した「売上高」に

ついては『減少』が６割強、「経常損益」についても『減少』が６割弱をそれぞれ占める。 

 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響       新型コロナウイルス感染症による影響の内容 

 

 

 

 

 

 

 

売上高の変化                         経常損益の変化 

 

 

 

 

 

 

  

マイナスの影響

58.3%

プラスの影響

2.2%

影響はない

22.9%

分からない

11.9%

無回答

4.6%

n=1,603

81.2

28.1

2.7

15.5

16.8

32.0

12.4

15.5

2.8

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

売上高の低下

営業・販売活動の停滞

海外取引（輸出入）の停滞

物流の停滞

顧客・販売先の休業・廃業

来店者数の減少

人材確保が困難

財務状況の悪化

その他

無回答

n=935

増加

（5％以上）

6.8%

ほぼ横ばい

（±5％未満）

28.4%

やや減少

（-10％未満）

19.9%

減少

（-30％未満）

24.2%

大幅減少

（-30％以上）

18.0%

無回答

2.6%

n=1,603

増加

（5％以上）

6.4%

ほぼ横ばい

（±5％未満）

30.9%

やや減少

（-10％未満）

21.0%

減少

（-30％未満）

21.8%

大幅減少

（-30％以上）

16.5%

無回答

3.4%

n=1,603
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イ 物価上昇の影響 

・ 物価上昇の影響は、「やや影響を受けている」（46.1％）が最も高く、ついで「大きな影響

を受けている」（29.9％）、「あまり影響を受けていない」（14.9％）と続き、影響を受けて

いる事業者は７割台半ば超えを占める。 

・ 価格転嫁できる見通しは、「価格転嫁はやや困難」（40.4％）が最も高く、ついで「価格転

嫁は困難」（35.5％）、「価格転嫁はやや容易」（13.8％）と続き、価格転嫁が困難な事業者

は７割台半ばを占める。ヒアリング調査でも、「顧客への見積時期が仕入時期よりも先行

しており見積額を変更できない」といった声が聞かれた。 

・ 価格転嫁できない場合の対応は、「価格競争に陥らない製品・商品・サービスの強みづくり

（高付加価値化）」（29.8％）が最も高く、ついで「人件費以外のコスト削減」（24.5％）、

「生産性の向上、業務効率化」（21.4％）と続く。 
 
物価上昇の影響                    価格転嫁できる見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

価格転嫁は

困難

35.5%
価格転嫁は

やや困難

40.4%

価格転嫁は

やや容易

13.8%

価格転嫁は容易

2.1%

無回答

8.1%

n=1,603

エネルギー効率の高い機器・設備の導入

無回答

その他

取引の停止

仕入れ先の変更

価格交渉力の強化

収益を確保するための経営シミュレーション

人件費以外のコスト削減

人件費の削減

生産性の向上、業務効率化

品質を維持した上でのコスト削減に向けた工夫
（代替原材料の活用・製造方法の見直し等）

価格競争に陥らない製品・商品・サービスの強みづくり
（高付加価値化）

29.8

21.1

21.4

10.1

24.5

9.1

4.1

14.2

8.5

2.5

7.4

15.9

0% 10% 20% 30% 40%

n=1,603

価格転嫁できない場合の対応 

大きな影響を

受けている

29.9%

やや影響を受けている

46.1%

あまり影響を

受けていない

14.9%

まったく影響を

受けていない

3.2%

無回答

5.9%

n=1,603
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ウ 今後の事業展開と求められる支援策 

・ コロナ禍前までの売上高に回復すると想定される時期は、「今後１年超３年以内を予定」

（35.8％）が最も高く、ついで「回復しない」（30.8％）、「今後３年超５年以内を予定」

（15.8％）と続く。 

・ ウィズコロナ・アフターコロナを見据えた主な事業方針は、「市場浸透（既存の市場に既存

の製品・商品・サービスを投入する）」（25.5％）が最も高く、ついで「その他」（17.2％）、

「新市場開拓（新規の市場に既存の製品・商品・サービスを投入する）」（10.9％）と続く。

「その他」の回答には、「顧客を増やす」、「どうしたらよいのか分からない」等があげられ

ている。 

・ 今後の事業展開に向けて必要な支援策は、「事業展開に向けた活動資金の調達支援」

（21.3％）が最も高く、ついで「自事業所の強み・課題の分析へのアドバイス」（17.1％）、

「製品・商品・サービスの魅力・質の向上支援」（15.5％）と続く。 
 

コロナ禍前までの売上高に                 ウィズコロナ・アフターコロナを 
回復すると想定される時期                     見据えた主な事業方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の事業展開に向けて必要な支援策 

 

 

 

 

 

 

 

 

市場浸透（既存の市場に既存の製

品・商品・サービスを投入する）

25.5%
新商品開発（既存

の市場に新規の製

品・商品・サービス

を投入する）

8.5%

新市場開拓（新規

の市場に既存の

製品・商品・サー

ビスを投入する）

10.9%多角化（新規の市場に新規の製

品・商品・サービスを投入する）

10.4%

その他

17.2%

無回答

27.5%

n=1,603

今後１年以内を予定

6.6%

今後１年超

３年以内を予定

35.8%

今後３年超

５年以内を予定

15.8%

今後５年超を予定

5.1%

回復しない

30.8%

その他

4.3%

無回答

1.4%

n=759

17.1

5.9

15.5

6.9

21.3

6.2

13.2

10.0

7.0

1.7

13.1

25.0

0% 10% 20% 30%

自事業所の強み・課題の分析へのアドバイス

事業再構築に向けた計画の作成支援

製品・商品・サービスの魅力・質の向上支援

新たな製品・商品・サービスの開発支援

事業展開に向けた活動資金の調達支援

マーケティング支援（新市場情報の提供等）

販売・販路開拓に向けた取組支援

情報発信・ＰＲ支援

事業展開に向けた企業間連携支援

大学や研究機関との連携支援

その他

無回答

n=1,603
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